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失業者の増大とデジタル化によって低賃
金構造が強化される危険性大、いまこそ
最低賃金の大幅引き上げを

4

　財界と政府が一体となって強力に推進してきた

労働力流動化政策は、日本で新たな低賃金構造を

生み出すことに成功した。不安定雇用・低賃金の

2000万人を超える非正規労働者（全労働者の約

38％）が創出されたことによって、日本の賃金は

全体として労働力の再生産費（健康で文化的な最

低限度の生活をおくるに足る生活費、全労連の調

査によれば全国のどこでも25歳単身者で月約23万

円∼ 24万円、時間給で1400円∼ 1500円）である

労働力商品の価値以下の水準に抑え込まれてき

た。この状況下でコロナ禍により非正規労働者を

中心に多くの労働者が職を失い、また零細な自営

業が店をたたまざるをえなくなっている。失業者

の増大は2021年には不可避であろう。しかも、

「 3 密の回避」要請を受けて、多くの大企業はテ

レワークを推進しようとしている。自宅でパソコ

ンに向かいオンラインで仕事を処理する労働様式

の変化は、経営者に労働条件のさらなる切り下げ

（労働時間の延長、労働強化、賃金切下げ等）の

動機・口実を与えかねない。正規労働者（現在で

は名ばかり正規労働者も多いが）と多様な形態を

とっている非正規労働者、さらにはギグ労働者や

フリーランスと呼ばれる「個人事業者」なども含

めて、労働力商品を売ることによってしか生計を

たてることができない勤労市民が雇用形態・就業

形態の違いを超えて連帯を強化しなければならな

い。その場合の連帯の中心軸は、「日本の経営者

は価値どおりの賃金を支払え！」「政府は最低賃

金の1500円への引き上げに必要な法的措置かつ財

政的支援を行え！」である。
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